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政策課題分野 Ⅳ

産業振興による地域経済の活性化

Ⅳ－1 産業の活性化と雇用の確保

県内産業を支えてきた製造業の空洞化の進展や開・廃業率の逆転、さらには雇用情勢の厳しさが続く中

で、産業の活性化を図り、雇用機会を拡大していくため、産学連携による大学発ベンチャー＊1などの創出

促進をはじめ、環境や情報通信、バイオテクノロジーなど２１世紀に成長が見込める高付加価値型産業など

の創出・集積や、国際競争力のある中小企業の育成が求められています。

厳しい雇用情勢の下でも、働く意欲のある人が能力を発揮し、生き生きと働ける場を確保していくため

には、新産業の創出、創業支援及び産業集積の促進を図ることにより雇用を創出していく一方で、それら

の産業を支える人材の育成や雇用におけるミスマッチを解消していくことが必要です。また、効果的な能

力開発の推進、民間が有する訓練資源の有効活用、中高年齢者や若年者の就職支援の充実、障害者の雇用

促進を図ることが求められています。

●新たな産業の振興と産業活動の活性化

創業者の発掘・育成をはじめ、創業の準備段階から成長軌道に乗るまでの各段階に応じた総合的な企

業化＊2支援を行うほか、科学技術の成果や地域の特性、特色を積極的に活用しながら、新製造技術、医

療・福祉、環境、情報通信、バイオテクノロジー及び生活文化などの高い成長が期待される産業分野に

おける新事業の創出を促進します。また、製品の高付加価値化やサービスの向上といった経営革新に取

り組む中小企業を支援します。

さらに、交通インフラなどの都市基盤の充実などの企業立地環境の整備や優遇制度の充実を図るとと

もに、海外との経済交流などを通じて、外資系企業を含めた企業誘致や既存立地企業の県内投資を促進

し、県内への産業集積を進めます。

●雇用の確保と人材の育成

雇用対策については、新産業の創出、創業支援及び産業集積の促進などにより雇用の創出を図るとと

もに、厳しい雇用環境に対応して、神奈川県中小企業・雇用対策推進本部を中心に全庁挙げて取り組ん

でいきます。

特に再就職が厳しい中高年齢者や社会的に弱い立場に置かれている障害者、さらにはフリーター＊3が

増加し、高い失業率が社会問題化している若年者に対して就職支援を強化していきます。

また、民間との役割分担と連携により、企業や個人の多様なニーズに的確に対応した職業能力開発の

機会を提供し、産業を支える人材の育成を進めます。

戦略プロジェクト

２２　ベンチャー企業の育成と新たな産業の集積促進

２３　中小企業の経営革新とものづくり支援

２４　産業活性化に向けた経済交流の推進

２５　雇用の確保と産業人材の育成

＊1 大学発ベンチャー…大学や教員の持つ特許または大学で達成された研究成果に基づく特許をもとに、新たな技術、ビジネス手
法を事業化する目的で設立された企業

＊2 企業化…企業として軌道に乗せること
＊3 フリーター…１５～３４歳の若年（ただし、学生と主婦を除く）のうち、パート・アルバイト（派遣等を含む）及び働く意志のあ

る無職の人（平成１５年版　国民生活白書　内閣府編）



２２ ベンチャー企業の育成と新たな産業の集積促進 （商工労働部）

〈現状と課題〉
・県内における開・廃業率が逆転しています。

（開業率　４．２％、廃業率　４．８％（１９９９～２００１年））
・県内総生産における製造業のシェアが低下していることにみられるよう
に、県内における産業構造が変化しています。

３５．０％（１９９０年）→２１．８％（２００１年）
・製造業の事業所数が３３．０％減少していることにみられるように、製造業
の空洞化が進展しています。

１７，３９０（１９９１年）→１１，６５６（２００２年）

〈めざすすがた〉
県内に集積している研究開発機能の活用や産学連携により、ベンチャー企業＊1が生まれ、育ち、集う環境が整備され、バ
イオ、環境、ＩＴ（情報技術）など新たな成長分野を中心に２１世紀の神奈川を担う高付加価値型産業が創出・集積しています。

〈目標〉

○県内における開業率

〈取り組む事業〉
県内における研究開発機関などの集積や科学技術の研究成果を生かして、産学公連携を促進し、高付加価値型の大学

発ベンチャーなど、２１世紀を担う新規成長分野の産業を振興します。また、民間活力の活用などにより、良好な創業の
「場」を提供するインキュベート＊2機能の県内地域への展開に取り組むほか、創業の担い手となる起業家＊3人材の育成を
強化するとともに、小・中・高等学校における起業家教育により、創業気運、土壌の醸成を図り、多様な層による創業
活動を支援します。
さらには、企業立地の優遇制度などを活用し、産業用地や工場跡地への企業誘致を促進します。

かながわ創業応援キャラバン
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実施計画

（単位：％）
実績（２００１）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�
４．２� －� ４．８� －� ６．０�

（「事業所・企業統計調査」（総務省）より、中小企業白書「開業率・廃業率の計算方法」に基づき算出）
産業振興関係の戦略プロジェクトなどにより、商業、工業その他の業種の開業（移転・分割を含む）
を増やすことで開・廃業率を再逆転し、目標達成をめざします。

○県内における新規法人設立登記件数（単年度） （単位：件）
実績（２００２）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�
６，０４７� ６，２００� ６，５００� ７，０００� ８，０００�

（「民事・訟務・人権統計年報」（法務省）より）新規法人には、商業、工業その他の業種すべてを含みます。

No.

1�
�
�
�
�

2�
�
�
�
�
�
�

3�
�
�
�
�

4

構　成　事　業� 単位�
２００４� ２００５� ２００６�

現状�
（２００３見込）�

年　度　別　目　標�
項　目�

大学発ベンチャーなどの創出促進�
　民間人材を活用した「目利き」機能の強化
や直接金融支援などにより、高付加価値型ベ
ンチャー企業の創出を促進し高度技術を生か
した新産業創出を促進します。�

インキュベート機能の強化・地域展開�
　民間活力を活用して遊休ビル、オフィス、
工場などのインキュベート施設への転用促進
及び入居企業に対する経営支援の充実などに
より、ハード・ソフト両面からインキュベー
ト機能の強化を推進するとともに、県内各地
域への展開を促進します。�

起業家予備軍の発掘・育成の強化�
　創業の担い手となる起業家人材の発掘・育
成に取り組むとともに、小・中・高等学校に
おける起業家教育を実施するなど、創業活動
の裾野の拡大に取り組みます。�

工場・研究所などの立地促進�
　産業立地促進融資や同利子補給、税制など
の優遇制度の活用を図り、企業誘致を促進し
ます。�

大学発ベンチャーの創業�
 （民間）�
�
�
�
インキュベート入居企業�
 （民間）�
�
�
インキュベート区画�
 （県・民間）�
�
�
�
創業関連セミナー受講者 �
 （県・市町村・民間）�
�
�
�

工場などの立地＊4�

 （民間）�

１５�
（８０）�

�
�
�

１３０�
（５７０）�

�
�

１２０�
（６７０）�

�
�
�

１，５００�
�
�
�
�

２３�

２０�
（１００）�

�
�
�

１２０�
（６９０）�

�
�

１２０�
（７９０）�

�
�
�

１，８００�
�
�
�
�

２５�

３０�
（１５０）�

�
�
�

１３０�
（９５０）�

�
�

１３０�
（１，０５０）�

�
�
�

２，４００�
�
�
�

２５�

２０�
（１２０）�

�
�
�

１３０�
（８２０）�

�
�

１３０�
（９２０）�

�
�
�

２，１００�
�
�
�
�

２５�

社�

社�

室�

人�

件�

＊1 ベンチャー企業…独自技術、ノウハウを持ち、ここ数年の成長率が高く、会社設立後比較的若い企業か、もしくは、社歴が古くても最近業種
転換した企業

＊2 インキュベート…企業家精神を持つ事業家に、低廉な事務室とともに資金・人材・経営支援などを提供して、企業の立ち上げ・成長を助けること
＊3 起業家…新しく事業を起こす人のこと
＊4 工場などの立地…敷地面積１，０００㎡以上の工場または研究所の立地をいいます。



２３ 中小企業の経営革新とものづくり支援 （商工労働部）

〈現状と課題〉
・県内企業における製造品出荷額等が減少しています。

２４９，３７４億円（１９９７年）→１７９，６３７億円（２００２年）△２８．０％
・県内企業における付加価値額が低下しています。

８８，６３０億円（１９９７年）→６０，４６２億円（２００２年）△３１．８％

〈めざすすがた〉
新製品や新技術の開発支援などにより中小企業の経営革新が進んでおり、

付加価値額の高い製品や新しいサービスを生み出す競争力のある中小企業
が多くなっています。

〈取り組む事業〉
経営革新に取り組むなど、意欲があり、高い技術力のある中小企業のニーズに応えるため、ワンストップサービス＊1

による支援やものづくり支援の充実及び産学公連携による実用化技術開発の推進により、中小企業の競争力の向上を図
ります。

産学公連携による共同研究の取組み
（産業技術総合研究所）
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〈目標〉

○中小企業経営革新支援法に基づく「経営革新計画」の承認件数（累計）（単位：件）

実績（２００２）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�

５０３� ６２０� ７４５� ８７０� ９９５�

中小企業者などが「中小企業経営革新支援法」に基づき、新商品の開発などの新たな事業活動によって
経営の向上をめざす内容の「経営革新計画」を作成し、知事が承認するものです。

No.

1�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
2�
�
�
�
�

3�
�

構　成　事　業� 単位�
２００４� ２００５� ２００６�

現状�
（２００３見込）�

年　度　別　目　標�
項　目�

ワンストップサービスによる中小企業の経営
革新・構造転換支援�
　中小企業の経営革新・構造転換につながる
有望な事業プランの事業化を支援するととも
に、経営革新を図る中小企業のニーズに対応�
した専門家派遣による診断助言を強化します。�
�
�
�
�
�
中小企業へのものづくり支援�
　中小企業の新製品、新技術開発への助成や
技術支援を行います。�
�
�

研究開発機能の集積を生かした産学公連携に
よる実用化技術開発の推進�
　産学公連携のネットワークづくりと共同研
究を進めます。�

事業可能性評価による
事業化 （県）�
�
�
�

専門家派遣による診断
助言 （県）�
�
�

産業技術総合研究所の
「ものづくり技術支援
強化活動」における技
術相談 （県）�
�
�
産業技術総合研究所に
おける産学公の共同研
究 （県・市町村・民間）�

5�
（5）�
�
�
�
�

４６０�
�
�
�
�

１３，０００�
�
�
�
�

９５�

3�
（8）�
�
�
�
�

６４０�
�
�
�
�

１６，０００�
�
�
�
�

１１０�

4�
（１５）�

�
�
�
�

９６０�
�
�
�
�

１８，７００�
�
�
�
�

１２５�

3�
（１１）�

�
�
�
�

８００�
�
�
�
�

１８，７００�
�
�
�
�

１２５�

件�

件�

件�

件�

＊1 ワンストップサービス…相談、申請、届出などの窓口の一元化



２４ 産業活性化に向けた経済交流の推進 （商工労働部）

〈現状と課題〉
・経済のグローバル化が進む中で、県内企業の活動もより国際的な広がり
を見せています。

・製造業では、東アジアを中心に、国内事業所との分業など相互に補い合
う関係が進むとともに、成長市場への参入や海外との取引拡大などが必
要とされています。

県内製造品出荷額等 ２４９，３７４億円（１９９７年）→１７９，６３７億円（２００２年）
・外国企業誘致などによる海外からの直接投資の拡大は、県内経済の活性
化に有効であることから、その促進のため、県、市、関係機関の連携し
た取組みが求められています。

県内進出外資系企業数　４０２所（１９９８年） →　４３２所（２００２年）

〈めざすすがた〉
県内の中小企業の国際化が進み、事業所の海外展開や見本市への参加などビジネスチャンスが広がっています。また、

外国企業が進出しやすい環境が整備され、海外からの直接投資が容易となっています。

〈目標〉

○県内に進出している外資系企業数（単年度）

〈取り組む事業〉
関係市やジェトロ＊1、県内の企業ネットワークなどと連携して、海外駐在員を活用しながら、先端産業における国際

化支援事業を展開します。また、東アジア地域との交流をさらに進めるため、地域経済人による交流会議などを実施し
ます。さらに、海外での投資セミナーの開催など、外国企業の誘致活動を積極的に行うとともに、企業誘致を容易にす
るための体制を整備します。

第１１回東アジア地域経済人交流会議
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実施計画

（単位：所）
実績（２００２）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�
４３２� ４４０� ４５０� ４６０� ４７０�

（「外資系企業総覧２００３（東洋経済新報社）」（外資比率２０％以上の企業が対象）より）

No.

1�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

2�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
3�
�
�
�
�
�

構　成　事　業� 単位�
２００４� ２００５� ２００６�

現状�
（２００３見込）�

年　度　別　目　標�
項　目�

先端産業国際化支援�
　バイオテクノロジー、エレクトロニクス、
ＩＴなどの先端産業をテーマに、これまで経
済交流を進めてきた地域との交流を発展させ
るとともに、見本市への出展支援など国際化
支援事業を充実します。�
�
�
�
�

東アジア地域との交流�
　県内企業進出が著しく、成長市場及び生産
拠点として注目されている中国など東アジア
地域との連携を深めるとともに、海外での投
資セミナーの実施など同地域からの企業誘致
をモデル的に実施します。�
�
�
�
�
�
外資系企業誘致�
　外資系企業の県内への進出を容易にするた
めの拠点の整備など、その受け入れ体制を確
立するとともに、外国語による広報媒体の活
用などにより、誘致活動を積極的に展開しま
す。�

英国南東部地域とのエ
レクトロニクス関連産
業での交流�
 （県・民間）�

海外見本市への出展支
援の実施�
 （県・市・民間）�

米国メリーランド州と
のバイオテクノロジー
関連産業での交流�
 （県・民間）�

東アジア地域経済人交
流会議の開催�
 （県・民間）�
�
東アジア地域企業誘致
モデル事業の展開�
 （県・民間）�
�
ＩＴを活用したアジア
からの受注促進�
 （県・民間）�
�
かながわビジネスサポ
ートセンター�
（Ｋ－ＢＳＣ）の運営�
 （県・市・民間）�
�
外資系企業誘致プロモ
ーションの展開 （県）�

販路拡大セ
ミナー�
�
�
�
�
�

運営協議会�
�
�
�
�
�
�
登録企業�

５７�

経済訪問団�
派遣・受入�
�

出展（ミュ
ンヘン）�
�

経済訪問団
派遣・受入�
�

交流会議�
（京畿道）�
�
�
投資セミナー�
�
�

�

７０�
�

企業受入�
5�

�
�
誘致件数�

1

経済訪問団�
派遣・受入�
�
�
出展（未定）�
�
�
経済訪問団
派遣・受入�
�

交流会議�
（台北県）�
�
�
投資セミナー�
�
�

�

１１０�
�
�

5�
�
�

1

経済訪問団�
派遣・受入�
�
�
出展（未定）�
�
�
経済訪問団
派遣・受入�
�
�
運営協議会�
�
�

投資セミナー�
�
�
�

９０�
�
�

5�
�
�

1

－�

－�

－�

－�

－�

社�

件�

件�

＊1 ジェトロ…独立行政法人日本貿易振興機構（JAPAN EXTERNAL TRADE ORGANIZATION）の略（JETRO）。海外の経済・貿
易動向に関する情報の収集・提供や、発展途上国の貿易・産業の振興に対する支援などを行う独立行政法人です。



２５ 雇用の確保と産業人材の育成 （商工労働部）

〈現状と課題〉
・若年者の失業率が高くなっています。

（全国完全失業率　２００２年　総数 ５．４％　１５～２４歳 ９．９％）
・フリーターが増加しています。

（全国フリーター数　３２３万人（１９９８年）→４１７万人（２００１年））
・中高年齢者の雇用情勢は依然として厳しい状況が続いています。

（全国有効求人倍率　１９９８年度０．５０倍　うち、４５～５４歳　０．３７倍
５５歳以上　０．１０倍

２００２年度０．５６倍　うち、４５～５４歳　０．３５倍
５５歳以上　０．２０倍）

・障害者の実雇用率が低下しています。
（県内実雇用率　１．６０％（１９９７年）→　１．４０％（２００３年））

・就労に必要な職業能力の不足がみられます。
（県内完全失業率　５．１％（２００２年）のうち、約3／4が能力・年齢などのミスマッチ）

〈めざすすがた〉
民間と行政との連携の下で、就業支援や職業能力開発によって、働く意欲のある人がそれぞれの能力を十分発揮し、

生き生きと働くことのできる就労の場が確保されています。

〈目標〉

○県内の就職件数（単年度）

〈取り組む事業〉
厳しい雇用情勢の下に置かれている若年者、中高年齢者及び障害者を対象に、相談、適性検査、カウンセリング、教育
訓練、就業体験研修、さらには職業紹介機能を活用して就職支援に取り組みます。また、多様なニーズに的確に応えた効
果的な能力開発を推進するため、技術校の再編整備と民間との連携による人材育成の総合的な支援体制を構築します。

障害者合同面接会
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（単位：件）
実績（２００２）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�
７３，８３９� ７５，６００� ７７，４００� ７９，２００� ８１，０００�

（「労働市場年報」（神奈川労働局）より）

実績（２００２）� 現状（２００３見込）� ２００４� ２００５� ２００６�
８３．２� ８３．９� ８４．６� ８５．３� ８６．０�

（「産業人材課調べ」より）
・なお、産業振興関係の戦略プロジェクトなどにより新規求人数２７万人（２００６年度）をめざします。

○県立高等職業技術校など修了生の就職率 （単位：％）

No.

1�
�
�
�
�
2�
�
�
�
3�
�
�
�

4

構　成　事　業� 単位�
２００４� ２００５� ２００６�

現状�
（２００３見込）�

年　度　別　目　標�
項　目�

若年者の就職支援�
　フリーターをはじめ若年者の就職を支援す
る施設を設置・運営し、カウンセリングを中
心に教育訓練、就業体験研修など就業に向け
た様々な機会を提供します。�
�中高年齢者の再就職支援�
　雇用のミスマッチの解消を図るため、職域開拓講座、合同
面接会を一体化した実践就労講座や、きめ細かなキャリア�
カウンセリングなどにより、総合的な再就職支援を進めます。�
�障害者の雇用拡大と職場定着支援�
　法定雇用率の達成に向けて福祉施設などが
主体的に取り組む職場体験研修を支援し、障
害者の就労と定着を促進します。�
�
高等職業技術校の再編整備などによる能力開
発の推進�
　人材ニーズなどを踏まえ、訓練コースを見
直すとともに、キャリア・コンサルティング＊１

の導入など技術校の機能を強化し、再編整備
を行います。また、民間教育機関などと連携
し、県民などの能力開発を支援するセンター
を設置・運営します。�

若年者の就職を支援する
センターの設置・運営�
 （県・民間）�

就業体験研修者�
 （県・民間）�
�

実践就労講座受講者�
 （県・民間）�
�
�

職場体験実習者�
 （民間）�
�
�
高等職業技術校の機能
の充実�
 （県）�
�

高等職業技術校の総合
校化 （県）�
�

かながわ人材育成支援
センター（仮称）の設
置・運営 （県・民間）�

実施計画
の策定�

�

１００�
�
�

６９０�
�
�
�

５０�
�
�

情報系コース・
住宅リフォーム
コースの再編�
�

基本計画及び�
実施計画策定�

カウンセリング
などの就職支援�

�

１１０�
�
�

６９０�
�
�
�

５０�
�
�
訓練コースの見直し、
共通パッケージ＊２な
どの導入、キャリア・コ
ンサルティングの実施�
�

施設整備�
�
�

センターの
設置�

カウンセリング
などの就職支援�

�

１２０�
�
�

７２０�
�
�
�

６０�
�
�
訓練コースの見直し、
共通パッケージなど
の導入、キャリア・コン
サルティングの実施�
�

施設整備�
�

情報の一元化
と提供、訓練
プログラムの
開発�

カウンセリング
などの就職支援�

�

１１０�
�
�

７２０�
�
�
�

５５�
�
�
訓練コースの見直し、
共通パッケージなど
の導入、キャリア・コン
サルティングの実施�
�

施設整備�
�

情報の一元化
と提供、訓練
プログラムの
開発�

人�

人�

人�

＊1 キャリア・コンサルティング…訓練受講希望者に対して、就職希望先の業界や企業の情報提供を行うとともに、人材ニーズと訓練受講希望
者の有するキャリアのすり合わせにより不足する能力などの把握を行い、能力開発プログラムを作成すること

＊2 共通パッケージ…職業人に共通に必要となる素養を身に付けるため、全訓練コース共通に情報技術（ＩＴ）技能、環境問題、経営感覚・生産
管理などの訓練課程を導入すること




